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概 要  

  本稿は、先行する大手出版社の優位性が高い出版業界においても、後発の出版社に

よる非連続なイノベーションの創出と、それによる競争力強化が可能であることにつ

いて論じたものである。  

総合出版社は、ジャンルの幅を広げることにより出版物の製品開発の生産性を高め

てきた。日本の大手出版社(小学館・集英社・講談社など)は、社内に雑誌(男性誌・女

性誌)・コミック・文芸などの幅広いジャンルの“紙の出版物”を作る編集部を持って

いることが、このことを物語っている。一方、大手出版社の一角を占める株式会社

KADOKAWA・DWANGO(旧・角川書店、以下角川書店と表記する)は、そのグループ傘下に、

他の大手出版社と同様に幅広いジャンルの“紙の出版物”を作る編集部を抱えつつ、

同時に、映画・アニメ・ゲーム・インターネットなど、コンテンツのパッケージとし

て幅広いジャンルの“メディア(媒体)”を持っている。 

日本の出版業界は長引く出版不況から抜け出せずにいる。出版不況に直面して、従

来の出版社がとってきた戦略が、市場環境の変化に対応できなくなっているのは明ら

かである。しかし、総合出版社にとって、“ジャンルの多様化”だけでなく、角川書店

が獲得してきた“媒体の多様化”が、新たなイノベーションとして製品開発の効果を

高めるのではないか、というのが本稿の仮説的な命題である。 

 この仮説を提示するために、March(1991)が組織学習の領域で提示した、二つの概念

“知識の探索(Exploration)”と“知識の深化(Exploitation)”、またそれら二つの概

念を両立する“両利きの経営/組織(ambidextrous organization)”のコンセプトを用

いて、角川書店の事例研究を行い、総合出版社の戦略における“媒体の多様化”の可

能性を論じた。 
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１． はじめに 

 

 本稿は、先行する大手出版社の優位性が高い出版業界においても、後発の出版社に

よる非連続なイノベーションの創出と、それによる競争力強化が可能であることにつ

いて論じたものである。  

 

 出版業が他の製造業と比較して特にユニークな点を以下に四点挙げる。 

まず、出版社が生産する出版物がコンテンツ商材であり、出版物一つ一つの効用が、

タイトルによっても、それを消費する人によっても、それぞれ異なってくるという点

である。この消費者のニーズが多義的で曖昧であるという、商材の効用の不確実性が、

出版社の製品開発を難しくしている。 

 次に、究極的には出版物の価値とは、その内容の面白さであり、生産プロセスやそ

のパッケージ等では差が付きにくい、という点である。昨今、電子書籍などの新しい

出版物のパッケージが生まれてきているが、1450 年代にドイツのグーテンベルクによ

って活版印刷の技術が確立されてから現在に至るまで、出版物における紙の書籍とい

うパッケージの優位性は変わっていない。出版社にとって、面白い内容の出版物を開

発することが、他社との差別化につながる最大の要因であり、生産プロセスやパッケ

ージなどの面では、大手出版社と中小出版社でコストの差こそあれ、技術的な差はほ

とんどないといっても過言ではないのである。 

更に、内容(コンテンツ)を作るという作業の大部分を担うのは作家であり、編集者

はあくまでもその創作を助けるという立場が一般的である。つまり、出版物の開発の

プロセスは、作家の能力に大きなウエイトがかかっているとも言え、出版社は、他産

業の製品開発との比較においてもコントロールできる範囲が相対的に小さいと言える。 

 また、出版物は当たり外れが大きな商材でもある。出版物はその費用構成から見る

と、固定費率が高く、ヒット率が出版社の利益と相関する。一方、前述のコンテンツ

商材の製品開発につきものの不確実性が高いという理由により、何がヒットにつなが

るか、予想することが非常に困難である。このため、出版各社はヒット作品につなが

る製品開発の成功率をいかにコントロールするかが経営の鍵となってくるのである。 

  

日本の出版業界には大きく大別すると、学術書や医学書など特定のジャンルに特化

した出版物を中心に出版する専門出版社と、複数のジャンルの出版物を一つの出版社

内で出版する総合出版社の二つに分けることができる。  

出版各社は、この出版物の製品開発の生産性を高めるために、特定のジャンルに特

化して出版物のヒットの確率を高めるか、出版物のジャンルの幅を広げることにより

投入する出版物の数を増やしてヒット数自体を担保する戦略をとってきた。飲料業界

や製薬業界などで俗に言われる“千三つ(千の商品を開発して当たるのは三つぐらい)”

というのは、出版業界でも同じことが言え、ヒットの数を確保するには、とにかく投

入する出版物の数を増やしていくしかないのである。この特定のジャンルに特化する

戦略を取った前者が専門出版社という出版業態となり、出版物のジャンルの幅を広げ

る戦略を取った後者が総合出版社という出版業態につながっているのである。 
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 専門出版社は、扱うジャンルを絞ることにより、投下する資本を比較的小さくでき

る一方、総合出版社は、数多くのジャンルを維持するため、大きな資本が必要になっ

てくる。日本の出版業界において、中小出版社のほとんどが専門出版社の形態をとり、

大手出版社のほとんどが総合出版社の形態をとっているのはこのためである。 

  

これまで述べたように、総合出版社は、ジャンルの幅を広げることにより出版物の

製品開発の生産性を高めてきた。日本の大手出版社(小学館・集英社・講談社など)は、

社内に雑誌(男性誌・女性誌)・コミック・文芸などの幅広いジャンルの“紙の出版物”

を作る編集部を持っていることが、このことを物語っている。一方、大手出版社の一

角を占める株式会社 KADOKAWA・DWANGO(旧・角川書店、以下角川書店と表記する)は、

そのグループ傘下に、他の大手出版社と同様に幅広いジャンルの“紙の出版物”を作

る編集部を抱えつつ、同時に、映画・アニメ・ゲーム・インターネットなど、コンテ

ンツのパッケージとして幅広いジャンルの“メディア(媒体)”を持っている。 

日本の出版業界は長引く出版不況から抜け出せずにいる。出版不況に直面して、従

来の出版社がとってきた戦略が、市場環境の変化に対応できなくなっているのは明ら

かである。しかし、総合出版社にとって、“ジャンルの多様化”だけでなく、角川書店

が獲得してきた“媒体の多様化”が、新たなイノベーションとして製品開発の効果を

高めるのではないか、というのが本稿の仮説的な命題である。 

 この論文では、March(1991)が組織学習の領域で提示した、二つの概念“知識の探索

(Exploration)”と“知識の深化(Exploitation)”、またそれら二つの概念を両立する

“両利きの経営/組織(ambidextrous organization)”のコンセプトを用いて、角川書

店の事例研究を行い、総合出版社の戦略における“媒体の多様化”の可能性を論ずる。 
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２． 先行研究と本稿の主張 

 

2.1 「深化(効果)と探索(効率)のジレンマ」が生じるイノベーションに関する研究  

日本の出版業界において、先行する大手総合出版社が行ってきたイノベーションは、

出版物のジャンルの幅を広げる“ジャンルの多様化”である。これに対し、後発の角

川書店が行った“媒体の多様化”は、それまでの技術や組織能力と非連続な変化をも

たらすイノベーション、ということができる。 

Abernathy and Clark(1985)や Tushman and Anderson(1986)らの研究では、イノベー

ションには、従来の技術の改良を繰り返していく技術的連続性が高いタイプのイノベ

ーション(漸進的なイノベーション)と、これまでの技術を破壊してまったく新しい技

術体系を切り開く技術的連続性が低いタイプのイノベーション(非連続なイノベーシ

ョン)があるとされてきた。 

非連続なイノベーションが停滞し、それに代わって漸進的なイノベーションが増え

るイノベーション・パターンの研究は、Abernathy(1978)が自動車産業の事例研究で見

出して以来、Utterback(1994)など、それに続く研究によって繰り返し論じられてきた。

Utterback は、厚板ガラス産業のような素材型産業でも Abernathy が示した概念が見ら

れることを提示し、Abernathy 研究のモデルと諸概念の拡張を試みている。これら、

Abernathy らが見出してきたイノベーション・パターンの研究では、開発活動と共に遂

行される製造活動が、開発活動に影響を与え、非連続なイノベーションの発生を抑制

すると論じている(「生産性のジレンマ」)。 

それらの先行研究を受けて、生稲(2012)は、ゲームソフト産業を事例研究として取

り上げることにより、非連続なイノベーションが停滞することを、製造工程が事実上

ないに等しいソフトウェア産業でも現出することをつきとめた(「開発生産性のジレン

マ」)。これは、Abernathy らが提示したイノベーション・パターンとイノベーション

の制約要因に関して、Abernathy(1978)およびその後続研究の再検討と拡張の役割を果

たしている。 

生稲(2012)で取り上げたゲームソフト産業と、本研究が取り上げる出版業は、その

製造工程において、「生産性のジレンマ」で論じられたような製造活動から開発活動

への影響が低い点が共通している。しかし、ゲームソフト産業では、開発活動におい

て企業の組織能力が関与する余地があり技術差別化が可能であることに対し、出版業

は、開発活動において作家の果たす役割が大きく、出版社の組織能力が関与する割合

が相対的に小さいため技術差別化が難しいと言える。 

本研究では、出版業の一企業である角川書店の事例を記述、分析、解釈することを

通して、生稲(2012)が明示したソフトウェア産業でのイノベーション・パターンの事

例との対比を試みる。生稲(2012)の研究では、本来優位であるはずの大手ゲームメー

カーが開発生産性のジレンマに陥ることが示されているが、大手総合出版社において

も、同様のジレンマは発生していると思われる。一方、後発であった角川書店が、異

なる媒体間でのコンテンツ利用の探索を行うことによって、開発生産性のジレンマを

回避し、単なるコンテンツの深化以上の成果を得ている可能性があることを、本稿を

通じて論じていきたい。 
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  着目した業界 イノベーション・パターン 

Aberbathy(1978) 自動車業界 

製造活動が開発活動に影響を与え、非連

続なイノベーションの発生を抑制する

(生産性のジレンマ) 

生稲(2012) ゲームソフト業界 

製造工程が事実上無いに等しいゲームソ

フト業界でも非連続なイノベーションが

抑制される(開発生産性のジレンマ) 

本研究 出版業界 

ゲームソフト業界よりも組織能力が関与

する余地が少ない出版業界でも非連続な

イノベーションが抑制される 

 

2.2「知識の探索(Exploration)」と「知識の深化(Exploitation)」に関する研究 

企業が永続的に発展していくためには、イノベーションは非常に重要であり、イノ

ベーションをどのように起こせるのか、は古今の経営学者が研究を続けるテーマであ

る。 

経済学者のシュンペーターは、イノベーションの源泉を、既存の価値の新しい組合

せと捉えている。イノベーションを生み出す一つの方法は、既に存在する知識と知識

を組み合わせることであり、これを“新しい組合せ (New Combination)”と論じた

（Schumpeter 1929）。 

シュンペーターが述べたように、すでに存在している知と知を組み合わせることは、

イノベーションを起こす方法の一つであり、この新しい組み合わせを起こしやすい組

織作りに必要な能力として、組織学習の領域では、March(1991)が、二つの概念を提示

している。 

それらは、“知識の探索(Exploration)”と“知識の深化(Exploitation)”と言われ

ている。前者は、企業が新しい知識を広げることであり、新しい技術や戦略・能力や

組織形態の開発などの“新たな可能性の追求”を意図するものである。後者は、企業

がすでに持っている知識を活用して深めることで、既存の技術や戦略などの拡張・ル

ーティン化・合理化などの、“過去に行った戦略の確実性を追求”するものである。 

March(1991)によると、新しい知識の“探索”と、既存の知識の“深化”の適切なバ

ランスを保持することが、企業の存続と成長の主たる要因であると述べている。つま

り、企業が永続的に発展していくためには、“探索”と“深化”の概念を正しく理解

し、両方のプロセスを適切にマネジメントすることが重要だと論じているのである。 

 

March の理論によれば、“知識の探索”の目的は、頻繁に柔軟性を獲得することと組

織が直面する問題を解決するための新たな知識や新たな手段を開発すること、つまり、

結果として「効果」を求めることである。これは、企業の業績として認知されるまで

図表 2.1 
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に多くの時間を要し、変動が大きく、不確実性が高い。一方、“知識の深化”の目的

は、明確に定義された短期的な目標を達成することや改善であり、手段として「効率」

を求めることである。こちらは、企業の業績としては比較的短時間で発現し、またそ

の確実性が高い。 

佐藤(2008)によれば、Levinthal and March(1993)は組織学習により“知識の深化”

と“知識の探索”のどちらかが過剰になることを“学習の罠(traps of learning)”と

呼んでいる。ここでは、“知識の深化”と“知識の探索”のどちらにもバランスは崩

れうるとしており、深化が過剰になるメカニズムとして“成功の罠(success trap)”、

探索が過剰になるメカニズムとして“失敗の罠(failure tarp)”を挙げている。 

成功の罠とは、“知識の深化”が短期の成功を生み、それがさらに深化を重視させ

るというものである。失敗の罠は、成功の罠とは逆に、失敗が“知識の探索”を生み、

それが失敗すると再び新たな探索を行うという悪循環に陥ることである。 

Levinthal and March(1993)は、学習は経験によって引き起こされるが、“知識の深

化”は“知識の探索”に比べて明確ですばやいフィードバックをもたらすと指摘して

いる。これにより、組織がすばやく学習するほど探索への資源配分を削る傾向が生ま

れ、結果として“知識の深化”が過剰になる傾向のほうが強いと述べている(佐藤 2008)。 

同じことは、成果が予測しやすいという点で、企業はややもすると“知識の深化”

に偏りがちで“知識の探索”がおろそかになることを、March(1991)でも指摘している。

“知識の深化”への過度な傾倒は、老朽化したコンピタンスを改善し続けることにつ

ながってしまう。つまり、特定の戦略が成功すると、継続してそれを繰り返し、同じ

コンピタンスを増大させていく。結果として、既存の戦略よりも潜在的に優れた代替

戦略を採用することがどんどん難しくなる。これは、目の前の事業が上手くいくほど

“知識の深化”を進めてしまい、“知識の探索”に注力しなくなって、企業のイノベ

ーションが停滞するという問題を、企業が本質的に内包していることを指し示してい

る。 

クリステンセンもその著書『イノベーションのジレンマ』で「偉大な企業はすべて

を正しく行うが故に失敗する」と述べ、短期的な収益を上げる“知識の深化”に注力

することによって中長期的なイノベーションが停滞する、コンピテンシー・トラップ

(Competency Trap)の問題を指摘している(Christensen 1997)。 

 

日本の出版産業は、戦後、出版物のパッケージにおいて、活字が印刷されただけの

ハードカバーから、サイズが小さい文庫や写真が載った雑誌・画とセリフを組み合わ

せたコミックなど新たな形を生み出して成長してきた。出版物のパッケージの拡大は、

そのコンテンツの多様化を促進し、それが出版産業の成長に貢献してきたと言える。

しかし、産業が成熟化し、特定の出版社が大手化・総合出版社化しその業界内での地

位を確立させていく過程において、既存事業に注力し、新規事業の停滞が見られるよ

うになり、新しい出版物のパッケージが生み出されなくなってきている。つまり、出

版産業内においても、本節で触れた先行研究が指摘している“知識の探索”に対する

“知識の深化”が過剰になっていくメカニズムが発生していると考えられるのである。 
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2.3「知識の探索(Exploration)」と「知識の深化(Exploitation)」の両立 

前述のコンピテンシー・トラップを避けて、“知の探索”と“知の深化”をバラン

スよく追求する組織の形として、前出の March( 1991)によって提示された概念が、「両

利きの経営/組織(ambidextrous organization)」である。「両利きの経営/組織」とは、

まるで右手と左手が上手に使える人のように、“知の探索”と“知の深化”の高度な

バランスを取る経営・組織を指す概念である。 

前節では、知識が過剰になる“成功の罠(success trap)”、探索が過剰になる“失

敗の罠(failure tarp)”を紹介した。安藤・上野(2012)によれば、それら“学習の罠

(traps of learning)”を回避して両利きの経営が可能になるのは、探索成果を生み出

す学習サイクルと活用成果を生み出す学習サイクルが、構造的には切り離されている

一方、組織価値やリスク低減の観点など何らかの形で緩やかに連結している二重ルー

プが存在し、それらの学習サイクル間で資源をめぐる綱引きが行われている時に実現

することができると説明している(Andriopoulos & Lewis, 2009; Christensen & Bower, 

1996; He & Wong, 2004; Lubatkin, Simsek, Ling, & Veiga, 2006; 鈴木, 2012)。 

この、“知の探索”と“知の深化”を両立する組織の試みとして、アメリカ・３M

社の「15%ルール」が良く知られている。この「15％ルール」とは、従業員は自分の業

務時間のうち、15%を通常業務にはとらわれない活動を行ってよいと組織として定め、

日常業務の“知の深化”とは別に、“知の探索”に時間を使うことを保証されている

のである。 

このように、企業が持続的にイノベーションを起こすためには、“知の探索”と“知

の深化”が必要であり、組織として、それらをバランスよく両立させるための経営が

求められているのである。 

後述するが、本研究において取り上げた角川書店の事例では、開発したコンテンツ

を既存の出版業で深化させつつ、同じコンテンツを複数の媒体で展開させることによ

りコンテンツ自体の価値を増大させ、探索を実現していると考えられるのである。 

 

2.4 出版社の戦略のおける探索と深化 

 経済産業省が発表している平成 25 年特定サービス産業実態調査(確報)1の出版業に

分類される業種の統計では、出版社数全 3,817 社のうち、資本金 1 億円以上の出版社

はわずか 53 社(全体の 1.4％)、従業員数が 10 人未満の会社は 2,734(全体の 72％)を占

めている。このことは、日本の出版業界には、一部の大手出版社と圧倒的多数を占め

る中小出版社が存在していることを物語っている。 

 一般的に、大手出版社は自社内に数多くの編集部・レーベルを持ち、大衆向けの書

籍を出版する総合出版社を志向する(小学館・集英社・講談社など)。一方、中小出版

社は、自社の得意なジャンルに特化し、特定の読者に向けた書籍を出版する専門出版

社を志向する傾向が強い(学術書や医学書専門の出版社など)。 

                                                   
1 経済産業省 平成 25 年特定サービス産業実態調査(確報)  

http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/tokusabizi/result-2/h25.html (閲覧：2015 年 6 月

20 日) 

 

http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/tokusabizi/result-2/h25.html
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 かつて講談社で講談社現代新書編集長や取締役・顧問などを歴任した鷲尾賢也はそ

の著書『編集者とはどのような仕事なのか』の中で以下のように述べている。 

 

  《前略》…日本の出版の優れているところは幅の広さがあることだ。学術的なも

のから劣悪なものまで、すべてが本と呼ばれ、書店に同じように並ぶ。欧米には

それほどの多様性や幅はない。…《中略》…書店も、出版社も、読者も、軟派か

ら硬派まで無限に抱擁できるキャパシティが、日本の出版界にはあった。それが

日本の公共性を作り、ひいては強さになっていたのではないか。  

 

 上記のように、日本の出版産業の大きな特徴の一つとして、大手から中小まで、数

多くの出版社が同居し、バラエティに富んだ出版物を日本国民に提供しているのであ

る。  

 出版物はその財としての消費者のニーズが多義的で曖昧であるという特徴から、製

品開発に常に不確実性が高い。出版物の専門性が高くなればなるほど、編集者は特定

の業界・知識に対して高度な専門性が求められる。同時に、専門性が高い出版物は、

読者・販路が限られることから、販売部門で求められる専門性も高くなる。中小の出

版社は特定の業界・ジャンルの出版物を扱うことにより、製品戦略をどんどん深化さ

せていく傾向がみられる（深化の強化）。  

 一方、出版物の専門性が低くなればなるほど、期待される読者数は多くなるが、不

特定多数への製品開発はヒットの確率を低下させる。そのため、大衆向けの書籍を出

版する大手出版社は、タイトルやレーベル数を水平に展開することにより、ヒットの

確率を上げ利益を得ようとする。大手出版社に総合出版社と呼ばれる、書籍も雑誌も

漫画もあらゆるジャンルの書籍を出版する会社が多いのはこのためである。このため、

大手の出版社は、探索的な製品戦略を強化させていく傾向がみられるのである（探索

の強化）。  

 このような、大手出版社・中小出版社のそれぞれの製品戦略の強化が進んだ結果、

双方の参入障壁が高まり、双方の棲み分けが進むことになる。日本の出版業界は世界

でもユニークなバラエティに富んだ業界構造が誕生・発展してきたのである (出版業界

内での深化志向・探索志向企業の共生)。 

 

2.5  出版社が陥ったコンピテンシー・トラップ 

戦後、“出版業界は不況知らず”とまで言われて順調に業績を伸ばしてきた日本の

出版業界だが、1996 年より市場の縮小が始まり、現在に至るまで市場規模の縮小がと

どまらず先の見えない出版不況に陥っている。これは、ＩＴ技術の伸展により出現し

たインターネットやモバイルなどが、既存のメディアの消費構造を大きく変え、消費

者の可処分余暇において大きな割合を占めるようになったことなどが外部要因として

考えられる。出版社が今まで行ってきた、紙の書籍・雑誌による従来の価値創造と価

値獲得の仕組みが大きく変わってしまったのである。  

同時に、メディアそのものの形やコンテンツの製作技術が発展することで、コンテ

ンツそのものの価値の変容も発生している。一例として、地図・辞書・レストランガ



 10 

イド・料理のレシピなどは、紙からインターネットへの置き換えが急激に進んでいる。

消費者がお金を払ってまで買いたいと思わせる面白いコンテンツを、出版社側が提供

できなくなってきているという内部要因も考えられるのである。  

日本の出版業界は、大手出版社・中小出版社がそれぞれ製品開発において、深化志

向と探索志向による戦略の違いはあるものの、製品開発の生産性(ヒット率)を上げるこ

とにより、価値獲得を行ってきた。しかし、双方の戦略は同時に、媒体としての“紙”

に特化してしまったことにより、硬直化が発生し、IT 技術の伸展などによる出版業界

の外部環境の変化に対応が出来なくなってしまっているのではないだろうか。  
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３． 日本の出版社業界の概要 

 

3.1  日本の出版業界の業界構造 

 この章では、角川書店の事例研究に先立ち、出版業界の特徴を整理・理解するため

に日本の出版社の業界構造について述べたい。  

出版業界は、書籍や雑誌を発行・販売する出版社、製造を請け負う印刷・製本会社、

流通を担う取次会社、小売りを担う書店で構成されている。  

出版物の製作・企画は、出版社自身もしくは外部の編集プロダクションや作家・漫

画家などクリエイターからの企画持ち込みによって行われる。狭義の出版社とは、編

集(企画)からマーケティング・宣伝活動や、コンテンツを活用した広告集稿活動・ラ

イツ事業展開などまでがその担当領域で、コンテンツの供給源たるクリエイターから

受け取ったコンテンツに付加価値を付けて製作(印刷)工程に受け渡すのが出版社の役

割である。紙ベースの出版物の場合、製作工程は外部の印刷会社や製本会社が受け持

ち、流通は取次から書店を通じて消費者に運ばれる(図表 3.1)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所：みずほ銀行産業調査部『みずほ産業調査 2014 年 9 月 10 日 コンテンツ産業

の展望』p.25 より筆者作成） 

 

主な日本の出版社として、一ツ橋グループの中心企業である小学館・集英社、音羽

グループを形成する講談社・光文社、2014 年 10 月に IT 企業であるドワンゴと合併を

果たしメディアコングロマリットを目指す KADOKAWA などがある。これらの出版社は、

書籍・雑誌を幅広く展開する「総合出版社」に分類される。それ以外では、明治・大
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図表 3.1 出版業界の概観  
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正時代から続く伝統をもつ岩波書店・新潮社・文藝春秋などの、主に文芸書を扱う「文

芸出版社」、リクルート・ベネッセホールディングス・学研ホールディングスなどの

情報・教育関係を扱う「情報・教育出版社」、日経 BP・ダイヤモンド社・東洋経済新

報社などの主に経済系出版物を扱う「経済出版社」ほかに大別される。 

日本の出版社数は全体で 3,676 社(出版年鑑 2013)であり、ピークであった 1997 年の

4,612 社よりその数を大きく減らしている。出版社の多くは従業員数が 10 人以下の零

細企業であり、そのほとんどが東京に集中している。  

 

流通機能を担う取次会社は、業界１位の日本出版販売(2013 年度連結売上高 6,819

億円)2と第２位のトーハン(同連結売上高 5,034億円)3の 2社がほぼ寡占状態であり(上

位２社で業界の約７割の売上)、業界３位である大阪屋(同売上高 766 億円)4を大きく引

き離している。出版取次会社の業界団体である一般社団法人日本出版取次協会のホー

ムページによると、会員社数は 25 社(2014 年 4 月 1 日現在)となっている5。 

 

小売では、近年日本で売上を急速に伸ばしたインターネット通販最大手のアメリ

カ・Amazon(2013 年度の日本の総売上約 7,400 億円)6が、日本市場における書籍・雑誌

の売上についても、実質的に日本最大となっていると思われる。リアル書店では、紀

伊国屋書店(2014 年 8 月期・年商 1,067 億円)7が最大手となっており、それに続くグル

ープとして、イオングループの中核企業である未来屋書店(2013 年度売上高 507 億円)8

や、大日本印刷グループに属するジュンク堂書店(2014 年 1 月期売上高 503 億円・2015

年 2 月に丸善書店に吸収合併され解散)9などがある。日本の書店数は 2014 年では全体

で 13,943 店10となっているが、ほとんどが中小書店である。 

 

3.2  日本の出版流通の特徴 

 この節では日本の出版流通における大きな特徴である、「再販売価格維持制度」と「返

品条件付き売買(委託販売)」について述べたい。  

 

                                                   
2 日本出版販売  第 66 期損益計算書  

http://www.nippan.co.jp/wp-content/uploads/2014/06/66_renketsu_soneki.pdf (閲覧：

2014 年 12 月 31 日) 
3 トーハン 平成 24 年度決算概況  http://www.tohan.jp/whatsnew/news/post_281/ (閲

覧：2014 年 12 月 31 日) 
4 大阪屋 会社概要 http://www.osakaya.co.jp/about (閲覧：2014 年 12 月 31 日) 
5 一般社団法人日本出版取次協会 沿革と現状 

http://www.torikyo.jp/gaiyo/enkaku.html (閲覧：2014 年 12 月 30 日) 
6 「アマゾン、日本売上高 20%増の 7400 億円 13 年」『日経新聞』2014 年 2 月 1 日 
7 紀伊国屋書店 会社概要  http://www.kinokuniya.co.jp/c/company/ (閲覧：2014 年 12

月 31 日) 
8 未来屋書店 会社概要 http://www.miraiyashoten.co.jp/corporate/ (閲覧：2014 年 12 月

31 日) 
9 MARUZEN & JUNKDO ネットストア  ジュンク堂書店  会社案内 

http://www.junkudo.co.jp/mj/user_data/about/junkudo.php (閲覧：2014 年 12 月 31 日) 
10 「日本の書店 1 万 3000 店台に、アルメディア調査」『文化通信』2014 年 5 月 16 日 

http://www.nippan.co.jp/wp-content/uploads/2014/06/66_renketsu_soneki.pdf
http://www.tohan.jp/whatsnew/news/post_281/
http://www.osakaya.co.jp/about
http://www.torikyo.jp/gaiyo/enkaku.html
http://www.kinokuniya.co.jp/c/company/
http://www.miraiyashoten.co.jp/corporate/
http://www.junkudo.co.jp/mj/user_data/about/junkudo.php
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(１)再販売価格維持制度 

 再販売価格維持制度とは、一般社団法人日本書籍出版協会のホームページ 11によると

「出版社が書籍・雑誌の定価を決定し、小売書店等で定価販売ができる制度」と説明

している。通常、独占禁止法によりメーカーから小売業者の再販売価格の拘束は禁止

されている(独占禁止法第 2 条第 9 項「不公正な取引方法」)が、1953 年の独占禁止法

の改正により、出版物などの著作物再販制度が認められるようになった。  

 日本の出版業界においては、それ以前から業者間協定のかたちで定価販売の慣行が

ほぼ確立していた。出版業界における定価表示は、1915 年岩波書店が同社の出版物の

奥付に「本店の出版物はすべて定価販売御実行被下度候」と印刷された注意書きを付

したことに始まるとされる。  

 日本書籍出版協会は、出版物に再販制度が必要な理由として、  

① 個々の出版物が他にとってかわることのできない内容をもち  

② 種類がきわめて多く(現在流通している書籍は約 60 万点) 

③ 新刊発行点数も膨大(新刊書籍だけで、年間約 65,000 点) 

などの一般商品と著しく異なる特性を持つ出版物を、読者に届けるための最良の方法

であるとしている。この制度により、書店は価格変動が無いため最低利益が保証され

る一方、価格決定権が失われ、値引き販売による消費者誘導ができなくなっている。  

同協会は再販売価格維持制度を、安価な出版物を全国どこでも同一定価で読者が購入

できるシステムであると同時に、多くの出版社が多様な出版物を安く提供し続けるた

めに必要な制度というスタンスを取っている。  

 2001 年に、公正取引委員会により競争政策の観点から再販売価格維持制度の廃止が

検討されたが、国民的な合意が得られていないとの判断により、当面継続されること

となった。12 

 

(２)返品条件付き売買(委託販売) 

再販売価格維持制度と並び、日本の出版業界の特徴である返品条件付き売買は、出

版社が取次や書店に対して出版物の販売を委託し、書店は一定の期間内であれば返品

できる制度である。  

 日本雑誌協会発行の『日本書籍出版協会 50 年史』によると、返品条件付き売買の起

源は 1908 年に版元の大學館が導入した、それまでの前金制、買切注文制が主体の取引

であった書籍販売において初めて返品を認める取引(委託販売)であったとされる。雑誌

においては実業之日本社が 1909 年『婦人世界』新年号から導入し、成功したことが始

まりとされる。以来、この制度は日本の出版業界に定着して今日に至っている。  

 小売から出版社への返品を認めるこの制度においては、出版社が自社の作った出版

物(書籍・雑誌)の売れ残り品に対して最終的な責任を負うこととなる。そのメリットと

しては、書店がリスクを負うことなく注文できるようになるため、読者が限られるよ

                                                   
11 一般社団法人日本書籍出版協会 再販制度 http://www.jbpa.or.jp/resale/#q1 (閲覧：

2014 年 12 月 31 日) 
12 公正取引委員会 著作物再販制度の取扱いについて  

http://www.jftc.go.jp/hourei.files/chosakuken.pdf (閲覧：2014 年 12 月 31 日) 

http://www.jbpa.or.jp/resale/#q1
http://www.jftc.go.jp/hourei.files/chosakuken.pdf
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うな書物であっても書店店頭に並びやすくなることであり、これにより、出版物の多

様性が担保され、国民の知識の維持・向上に寄与するとされる。  

しかし、この制度の表裏の関係にあるのが返品の問題である。書店が注文のリスクを

負わないため安易な発注につながり、返品率の増加の原因ともされている。出版科学

研究所が発表した 2013 年出版物の返品率は、書籍が 37.5%、雑誌は 38.8%であり13、40%

近い返品率が常態となっていることがうかがえる。  

 

 このような二つの特殊な制度は、明治時代からの大手出版社主導による流通体制の

構築に遡ることができるとされる。  

返品条件付き売買(委託販売)制度は上述のように、明治時代に導入され、近代化の流

れの中で情報媒体としての雑誌需要が高まるにつれて、大手雑誌出版社が取次と連携

して大量生産・大量販売体制を構築することを助けた。実業之日本社の返品条件付き

売買の導入とその後について、昭和期の出版人で日本出版学会の理事を務めた鈴木敏

夫氏の著書『出版：好不況下興亡の一世紀』では次のように書いている。  

   

 《前略》…『婦人世界』の部数を飛躍的に伸ばしたのは、実際は経営者の増田義  

 一の手腕だったというべきでしょう。創刊三年目の明治四二(一九〇九)年新年号か 

 ら彼は他社にさきがけて『婦人世界』を“オール委託・返品無制限自由制度”と  

したのでした。いまはごく一部の限られた版元以外、この販売システムは普通に  

なってしまいましたが、当時は雑誌も買切制だったのです。  

 この増田の大英断は、取次ぎ方面の杞憂をけとばし、小売店を大いに活気づけ  

ました。危険負担の心配なしに、いくらでも雑誌を仕入れられる！  

「これによって発行部数は激増し、間もなく二五万部(最高三一万部)という、当時  

としては驚異的な数に達した」とは『実業之日本社七十年史』の記述ですが、自  

信を得た彼はつづけざまに同社発行の全雑誌を返品自由とし、ついに“実業之日  

本社時代“といわれるまでに社業を伸長させました。  

 従来の買切制を固執しようとした博文館は、その消極政策がたたって次第に影  

がうすくなり、また博文館を王座から追った実業之日本社もやがて自らが創案し  

た委託制を、『キング』(大正一四年刊)を皮切りに、より大規模に行い、本格的大  

量生産、大量販売を強行した講談社によって後塵を拝せられることになるのです  

が、実業之日本社が大正前期の出版界の王座を確保しえたのは、明らかに増田の  

積極策によるものでした。  

 

 このようにして広がった出版業界の返品条件付き売買制度は、第二次世界大戦時の

戦時統制下において一時的に政府主導による出版物の強制統制によって中断したが 14、

戦後、大手雑誌出版社の出資によって９社の取次が設立された際に、復活することと

                                                   
13 「2013 年書籍・雑誌推定販売金額、前年比 3.3%減の 1 兆 6823 億円に」『新文化』2014

年 1 月 24 日 
14 政府は国策取次会社として日本出版配給株式会社を設立、全国の取次を強制的に解散さ

せ一元配給させた。戦時中の用紙不足により注文買切制に移行。  
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なった。  

 また、再販売価格維持制度は文化産業としての出版物の保護を目的とすることから、

前述のように 1953 年に独占禁止法の適用除外とされて導入が進み、この結果、戦後の

日本の出版業界において書籍・雑誌の多様性は確保されることとなった。しかし、同

時に、各出版社が書籍・雑誌の大量生産・大量販売を行った結果、競争が激化するこ

ととなり、これら一連のプロセスを経て、小学館・集英社・講談社といった資本力に

優れた大手総合出版社とトーハン・日本出版販売の二大取次を中心とした産業構造が

形成されることとなった。  

 

 「再販売価格維持制度」と「返品条件付き売買(委託販売)」は、日本において、出版

物の多様性の担保に大きく貢献したが、同時に、大手総合出版社と二大取次を中心と

した産業構造を固定化させた。このことは、出版業界における市場競争を制約し、出

版業界での革新的なイノベーションが起こりにくい原因となった。  

 

3.3  日本の出版業界の市場動向 

 日本での出版販売金額は、戦後、高度成長期を経て一貫して高い伸びを続け、1989

年に出版販売金額が 2 兆円を超えてから、長く「2 兆円産業」と言われてきた。オイル

ショック下でも成長を維持し、バブル経済崩壊後も伸び続け、1996 年に 2 兆 6,564 億

円(書籍：10,931 億円、雑誌：15,633 億円)までに達した。日本の出版産業の黄金期を支

えたのは、マンガと雑誌、それに数多くの書籍のベストセラー群であった。  

しかし、2013 年の日本の出版販売金額は前年比－3.3%の 1 兆 6,823 億円と 9 年連続

で減少している(書籍：7,851 億円、雑誌：8,972 億円)。これは、ピークであった 1996

年の 2 兆 6,564 億円から比べると約 63%の水準まで落ち込んでいることになる。2009

年にはついに 2 兆円を割って、「2 兆円産業」の時代は終わりを告げた。  

出版物の形態ごとでは、ピーク時からの下落率をみると、書籍の 28%減に対し、雑

誌は 42%減となっている。特に、雑誌の場合、1998 年から一度も前年を超えることな

く、一直線に落ち続けている(図表 3.2)。加えて、雑誌販売部数の落ち込みが、メディ

アとしての媒体価値の低下を招いており、広告収入も減少を続けている (図表 3.3)。マ

スメディア四媒体(新聞・ラジオ・雑誌・テレビ)の中でも、雑誌の広告収入の落ち込み

が一番激しくなっている(図表 3.4)。雑誌が書籍と明らかに違うのは、広告収入を得ら

れることである。雑誌は、定期刊行物であるので、部数と広告収入が安定すれば比較

的確実に稼げるビジネスモデルといえる。しかし、リーマンショック以後の広告の落

ち込みが激しく、雑誌を主としてきた出版社の業績に大きな影響を与えているである。 
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図表 3.2 出版販売額の推移 

 

（出所：公益社団法人『2014 年版 出版指標年報』より筆者作成） 

 

図表 3.3 マスコミ四媒体広告費推移  

 

（出所：電通『2013 日本の広告費』より筆者作成） 
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図表 3.4 マスコミ四媒体広告費変化率 

広告費 2005 年 2013 年 変化率 

新聞 10,377 億円 6,170 億円 59.4% 

雑誌 4,842 億円 2,499 億円 51.6% 

ラジオ 1,778 億円 1,243 億円 69.9% 

テレビ 20,411 億円 17,913 億円 87.7% 

（出所：電通『2013 日本の広告費』より筆者作成） 

 

 大手総合出版社４社の 2005 年～2013 年の業績を見てみると、KADOKAWA を除き減収

が続いている(図表 3.5)。小学館・集英社・講談社の減収要因は雑誌の不振であり、マ

ンガが好調な集英社でさえも売上高の下落に歯止めがかからない状況である。一方で

KADOKAWA は積極的な M&A と組織再編を繰り返し、メディアミックス戦略に基づく他業

種やインターネットメディアへの投資による事業多角化を進めており、2014 年 10 月に

は“ニコニコ動画”や音楽配信などのサービスで知られるドワンゴと合併を果たして

いる。  

 

図表 3.5 大手総合出版 4 社の売上推移 

 

（出所：新文化 Shinbunka ONLINE と KADOKAWA ホームページ IR 情報より筆者作成） 
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４． ケース・スタディ 角川書店 

 

事例として取り上げる企業は、総合出版社の一つである角川書店であり、本章で取

り上げたケースのデータは、主に書籍・一般誌・新聞・インターネット等の記事など、

二次データにより得た。 

角川書店を選んだ理由は、第一に、日本の大手総合出版社の多くがほぼ戦前から続

く老舗企業であることに対して、角川書店が出版業界では後発の戦後創業という位置

づけにありながら、現在ではその規模から大手総合出版社の一角を占めるまでになっ

たという点である。第二に、他の出版社でも見られる傾向だが、創業者一族による経

営が続き、大きな力を持った経営者によるトップダウンによって経営戦略を決めてき

たという点である。第三に、創業から現在に至る 3 人の経営者が、それぞれ異なる経

営戦略を採用しており、その比較が容易な点である。ここでは、角川書店の歴代社長

３人を通して、角川の行った経営戦略のプロセスの変化を取り上げる。 

 

以下に KADOKAWA・DWANGO に統合前の、株式会社 KADOKAWA 単体の 2014 年 3 月期のジ

ャンル別売上高を、KADOKAWA のホームページ・IR 情報から引用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このデータから伺えるように、角川書店の売上における出版の割合は六割強であり、

三割以上を出版以外から稼ぎ出している。つまり、角川書店は、出版部門で育成され
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（出所:KADOKAWA ホームページ IR 情報より筆者作成） 
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たコンテンツをコアとし、映像やネットデジタルなど、紙以外の媒体での展開を得意

としている点が、従来の出版社と大きく異なっているのである。 

 

4.1  角川書店の歴史的経緯  

現在、日本で出版活動を行っている大手出版社は、ほとんどが戦前に誕生している

が、角川書店は戦後派出版社として成長を遂げており、しかも、非上場の出版社が多

い中、1998 年に東証二部上場を果たした非常にユニークな存在である(現在は東証一部

上場)。角川書店は、教師であり国文学者でもあった初代社長・角川源義が起こした国

文学を中心とした文芸出版社としてスタートしている。父である源義の後を継ぎ、2

代目社長となった角川春樹は、自社が発行する小説を原作に映画を製作、大規模な宣

伝で映画と書籍の相乗効果を狙うメディアミックス、いわゆる“角川商法”で角川書

店を大きく成長させた。だが、上場前の 1993 年には当時の角川春樹社長が麻薬取締法

違反容疑で逮捕・起訴され、経営が揺らぐ事態に追い込まれた。この時、社長に就い

たのが、兄の春樹氏と対立し会社を離れていた角川歴彦氏だった。その後、歴彦社長

の下で、得意とするメディアミックスを更に進化させ、他の総合出版社とは一線を画

した出版社として現在に至っている。 

 

角川書店の歴史的経緯は、創業からの「国史・国文を中心とする文芸書籍の時代」、

2 代目角川春樹社長の「文庫と映画のメディアミックスの時代」、その後の春樹と弟で

ある角川歴彦が二人三脚で作り上げた「雑誌とオタクカルチャーの時代」、そして 3 代

目歴彦社長のそれまでの出版事業の基盤の上にコミック、映画、ゲームを充実させた

「メガ・ソフトウェア・パブリッシャーの時代」というように分類できる。 

なお、角川書店は 2014 年 10 月に IT 企業のドワンゴと合併を果たし、現在は株式会

社 KADOKAWA･DWANGO となっており、2015 年 10 月には商号をカドカワ株式会社に変更予

定である。 

 

(１)角川書店の創業・文芸書籍の時代 

角川書店は、中学教員であり国文学者であった富山県出身の角川源義によって 1945

年に創業された出版社をその源流とする。源義は、戦後日本の再出発とともに戦後の

日本文化再建を志すという理念の下、角川書店を創業した。出版第一号は歌人・佐藤

佐太郎の「歌集歩道」であった。 

その後、1949 年に角川文庫を創刊、第 1 回配本はドストエフスキーの「罪と罰」。

1952 年に雑誌「俳句」創刊、同年「昭和文学全集」(全 60 巻)がベストセラーとなり、

「全集」ブームの引き金となった。 

当時、文庫を取り扱う出版社は岩波書店と新潮社くらいであり、講談社や集英社・

中央公論などはまだ参入していなかった。当初は、老舗でもある岩波書店・新潮社に

対して、新興出版社でもあった角川書店の参入は成功を危ぶまれていたが、結果とし

て文庫への参入は成功を収めることになる。文庫市場は、角川書店が参入したことに

より活況を呈し、他出版社の参入が続き、第二次文庫ブームを引き起こす。この文庫

市場を早期に押さえたことが、角川書店の後の規模拡大に大きく貢献した。 
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源義は当時、最も権威のあった出版社である岩波書店を、理想の出版社とイメージ

していたようである。15順調に業績を伸ばした角川書店は、1954 年には株式会社に改

組、文芸出版社としての地歩を確立した。 

以降、初代社長・角川源義の下、「角川国語辞典」「角川漢和辞典」を刊行して辞

典に参入(1956 年)、高校国語教科書「国語(総合)」発刊して教科書に参入(1957 年)な

ど、国史・国文を中心とした中堅出版社としてその地位を築き上げていった。 

後に角川書店のお家芸となるメディアミックスの先駆けは、1971 年に刊行を始めた

「日本探訪」シリーズである。1970 年から 1978 年までに放送された NHK の同名番組を

書籍したもので、当時営業部長であった源義の次男・歴彦が企画した。この作品は後

に文庫化され、発行部数は単行本・文庫合計で 600 万部に達している。16 

 

(２)文庫と映画のメディアミックスの時代  

角川書店が出版社として大きく飛躍するのは、1975 年に源義死去を受けて 2 代目社

長となった源義の長男・角川春樹の時代からである。 

春樹は入社後、国文学などの角川がそれまで得意としていた路線から、一般大衆路

線へと会社の方針を大きく転換させる。春樹は、社長就任の翌年の 1976 年に角川春樹

事務所を設立し、角川映画第一作目となる「犬神家の一族」を同年に公開している。

この映画公開により、角川文庫の横溝正史作品の販売が 1800 万部を突破し、以降、角

川文庫を原作としたエンタテイメント映画を次々と製作していくのである。1979 年に

は角川レコードを設立、音楽・芸能産業へも乗り出した。自社発行の文庫本を、自社

で映画化にするという、当時としては画期的なメディアミックスは、“角川商法”と

してその後の角川書店の経営戦略に大きな影響を与えた。 

角川文庫と角川映画の連動による成功の代表的なヒット作品としては、森村誠一「人

間の証明」(1977 年映画化)、「悪魔が来たりて笛を吹く」「蘇る金狼」「戦国自衛隊」

(すべて 1979 年映画化)などが挙げられる。「野生の証明」(1978 年映画化)でデビュー

した薬師丸ひろ子は一躍人気女優となり、「セーラー服と機関銃」(1981 年映画化)・

「探偵物語」(1983 年映画化)などの角川映画に次々と起用されヒット作を連発するこ

ととなった。薬師丸ひろ子を含む原田知世・渡辺典子は、みな 1980 年代に角川映画の

看板女優としてデビューし、一躍トップアイドルとなって“角川三人娘”と呼ばれた。 

また、1981 年には新レーベルである新書版ノベルシリーズ「カドカワノベルズ」を

スタートさせ、それまでの文庫に加えて、出版物を映画・テレビ・ＣＭ・音楽・タレ

ントをメディアミックスして展開する手法を更に加速させた。 

 

(３)雑誌とオタクカルチャーの時代  

1980 年代に入ると、角川書店は雑誌にも参入する。1982 年に株式会社ザテレビジョ

ンを設立、当時角川映画のスターであった薬師丸ひろ子らを表紙に起用したテレビ情

                                                   
15 鎗田清太郎(1995 年)『角川源義の時代』p.314「私の目標としているのは、岩波書店で

あって、『あやかりたいと望んでいるのは岩波茂雄さんである』」と言ったと言う。  
16 「こころの玉手箱 ＫＡＤＯＫＡＷＡ会長 角川歴彦(３) 「日本史探訪」シリーズ」

『日経新聞』2014 年 10 月 22 日 
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報誌「週刊ザテレビジョン」を創刊した。同ジャンルの雑誌として、「週刊 TV ガイド」

が既に存在していたが、赤川次郎や西村京太郎などの連載や、角川映画の情報を掲載

し、後発ながらも同誌と肩を並べるほどまで成長するのである。  

「週刊ザテレビジョン」の創刊以降、1983 年にはゲーム情報誌「コンプティーク」を

創刊、1985 年アニメ情報誌「Ｎｅｗｔｙｐｅ」など、各メディア対応の情報誌を次々

と世に送り出す。1990 年には角川書店初のタウン情報誌として「東京ウォーカー」を

創刊している。このウォーカー誌はその後、1994 年に「関西ウォーカー」創刊を皮切

りに「横浜ウォーカー」「東海ウォーカー」など、各地方版ウォーカー誌として派生

展開させている。  

これら雑誌への参入と同時期の 1988 年に、「スニーカー文庫」(角川文庫・青帯よ

り名称変更)、「富士見ファンタジア文庫」(発行元は角川子会社の株式会社富士見書房)

など、アニメ・ゲーム等、いわゆるオタクカルチャーを意識した出版レーベルをスタ

ートさせている。前述の「コンプティーク」や「Ｎｅｗｔｙｐｅ」などの情報誌を通

じて蓄積した情報やコンテンツを、これらの文庫レーベルで作品化したり、逆に「ス

ニーカー文庫」「富士見ファンタジア文庫」発の作品のアニメ化・ゲーム化を推し進

めたりした。  

角川書店は、1970 年代後半から 1980 年にかけて行った文庫と映画のメディアミック

スで獲得した手法を、今度は雑誌・文庫とアニメ・ゲームで新たなメディアミックス

として展開したのである。  

 

(４)メガコンテツ・プロバイダーの時代 

1993 年に角川春樹がコカイン密輸事件により麻薬取締法違反等で逮捕、角川書店社

長を辞任した。その後、春樹と経営路線の対立で角川書店を離れていた弟の角川歴彦

が復帰、1993 年 10 月に角川書店の社長に就任する。春樹の逮捕により、角川書店は混

乱するが、歴彦の指導のもと、社内体制の整備、資本と経営の分離など経営基盤の強

化が図られた。 

歴彦社長の下、角川書店は 1998 年には東京証券取引所第二部に上場を果たす。出版

社の上場は、教育系の出版社を除くと「出版を核にしたコンテンツ事業者の上場は初

めて」であった。17この株式上場は、経営の透明性を高め、雑誌、書籍を基盤としたコ

ンテンツの他メディア展開で、映画会社や商社など異業種との提携戦略を進めて相乗

効果を狙うためのものであった。 

その後、歴彦は、新角川書店“メガ・ソフトウェア・パブリッシャー”を標榜し、

インターネット・デジタルコンテンツ、ブロードバンドなどの IT 事業にも積極的に乗

り出す。出版部門で作られたコンテンツをコアに、インターネットなどデジタルメデ

ィアへのコンテンツ展開を新戦略の柱として、コンテンツ・プロバイダーとしての角

川書店のあり方を大きく変えたのである。 

2008 年 1 月には、世界最大の動画共有サイト「You Tube」との提携を発表。ユーザ

ーが許可なく You Tube にアップロードした角川グループのコンテンツを、You Tube

                                                   
17 「東証２部上場、角川書店社長会見――３年後の売上高、１０００億円めざす」『日経

新聞』1998 年 11 月 27 日 
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の協力によって自ら管理し、これらコンテンツの二次利用から収益を上げるビジネス

モデルの構築を目指した。 

M&A を活発に行っているのも、昨今の角川書店の大きな特徴の一つである。2009 年

にビジネス書・実用書・語学書などを得意とした中堅出版社である中経出版を、2012

年にリクルートから雑誌・書籍・ゲーム事業を展開するメディアファクトリーの株式

を取得して子会社化している。2013 年には連結子会社９社(角川書店、アスキーメディ

アワークス、角川マガジンズ、メディアファクトリー、エンターブレイン、中経出版、

富士見書房、角川学芸出版、角川プロダクション)を吸収合併し、社名を KADOKAWA に

変更した。更に、2013 年 12 月に児童向け書籍を手掛けている汐文社を、2014 年 4 月

に中堅ゲーム会社のフロム・ソフトウェアを買収し、KADOKAWA グループへ編入してい

る。 

2014 年 10 月にはニコニコ動画などのサービスで知られる IT 企業の株式会社ドワン

ゴと合併した。これは、角川書店がもつアニメや映画などの映像コンテツの配信の強

化を狙ったものである。そして、引き続き現在も出版を軸に映画、テレビ、ゲームな

どでコンテンツの多メディア展開を加速させている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(Ⅰ期・源義) 

文芸書籍の時代  

1945 年～ 

(Ⅱ期・春樹) 

文庫と映画のメ

ディアミックス

の時代  

1975 年～ 

(Ⅲ期・  

春樹＆歴彦) 

雑誌とオタクカ

ルチャーの時代  

1982 年～ 

(Ⅳ期・歴彦) 

メガコンテンツ・プ

ロバイダーの時代  

1993 年～ 

1985 年コミッ

ク本格参入  

1988 年角川スニ

ーカー文庫創刊  

1998 年東京証

券取引所上場  

2014 年ドワ

ンゴと合併  

図表 4.2 角川の歴史的経緯 
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4.2  角川書店・3 代の経営者とメディアミックス戦略の変化  

 前節では、角川書店の歴史的経緯を追ったが、本節では、角川書店が行ったメディ

アミックスの変遷について角川書店の 3 人の経営者の特徴と絡めて整理したい。  

 

(１)創業者・角川源義  

 富山県の鮮魚商の三男として生まれた源義は、國學院大學卒業後、城北中学の教師

を経て 1945 年に角川書店を起業する。国文学者であり、折口信夫門下生でもあった源

義は、終生、岩波書店を手本とし、国文学と近代小説という「教養」を届ける出版社

を目指した。源義が志向したのは、辞書や文学全集・教科書の出版社であり、この時

代の角川文庫は岩波文庫のライバルとして古典や近代文学を中心としていた。 

 源義がどのような出版社像を目指していたかを傍証する資料として、角川文庫創刊

に際し、源義が記した「角川文庫発刊に際して」を以下に掲載する。 

 

  角川文庫発刊に際して 18  角川源義 

 

   第二次世界大戦の敗北は、軍事力の敗北であった以上に、私たち若い文化力の

敗退であった。私たちの文化が戦争に対して如何に無力であり、単なるあだ花に

過ぎなかったかを、私たちは身を以て体感し痛感した。西洋近代文化の摂取にと

って、明治以後八十年の歳月は決して短すぎたとは言えない。にもかかわらず、

近代文化の伝統を確立し、自由な批判と柔軟な良識に富む文化層として自らを形

成することに私たちは失敗して来た。そしてこれは、各層への文化の普及滲透を

任務とする出版人の責任でもあった。 

   一九四五年以来、私たちは再び振出に戻り、第一歩から踏み出すことを余儀な

くされた。これは大きな不幸ではあるが、反面、これまでの混沌・未熟・歪曲の

中にあった我が国の文化に秩序と確たる基礎を齎すためには絶好の機会でもある。

角川書店は、このような祖国の文化的危機にあたり、微力をも試みず再建の礎石

たるべき抱負と決意をもって出発したが、ここに創立以来の念願を果たすべく角

川文庫を発刊する。これまで刊行されたあらゆる全集叢書文庫類の長所と短所と

を検討し、古今東西の不朽の典籍を、良心的編集のもとの、廉価に、そして書架

にふさわしい美本として、多くのひとびとに提供しようとする。しかし私たちは

徒に百科全書的な知識のジレッタントを作ることを目的とせず、あくまでも祖国

の文化に秩序と再建への道を示し、この文庫を角川書店の栄ある事業として、今

後永久に継続発展せしめ、学芸と教養との殿堂として大成せんことを期したい。

多くの読書子の愛情ある忠言と支持とによって、この希望と抱負とを完遂せしめ

られんことを願う。 

  

  一九四五年五月三日 

                                                   
18角川書店「グループ理念・角川文庫発刊に際して」 ＫＡＤＯＫＡＷＡ ｄｗａｎｇｏ 

Homepage（http://ir.kadokawa.co.jp/company/idea.php）（2016 年 6 月現在）  
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 上記の角川文庫発刊の辞からは、角川文庫という特定の刊行ラインの創設ではある

ものの、源義が角川書店の社会的使命というものをどのように捉えていたかというこ

とが伺える。源義は、「学芸と教養との殿堂」としての角川書店を志向し、出版社と

しての角川書店の構造や行動を規定したのである。 

 

(２)2 代目・角川春樹 

 初代・源義の長男で、國學院大學卒業後の 1965 年に角川書店入社、1975 年に源義逝

去の後を受けて弱冠 33 歳で社長に就任。当時、年商約 98 億円の中小出版社であった

角川書店を、15 年間で 3 倍(1989 年 3 月期売上高 310 億円)に成長させた。 

 春樹は、角川書店のオーナー社長という経営者の顔以外に、宗教家・俳人・冒険家・

映画プロデューサーなどの顔も持っていた。 

宗教家としては、1978 年に北軽井沢に明日香宮(あすかのみや)神社を建立し、自ら

この大宮司となった。ご神体はアリゾナに落ちた隕石とし、自らが開祖となって既存

の宗教ではない新しい宗教を開いている。俳人としても有名であり、1983 年に句集「信

長の首」で俳人協会新人賞を受賞。その後、俳人の世界では最も権威があるとされる

飯田蛇笏賞を 1990 年に受賞している。また、「野生号」と名付けたヨットを持つ冒険

家であり、数多くの映画のプロデュース、監督を行った。 

1965 年に角川書店に入社すると、名作・古典の出版に尽力する学究肌の父・源義に

対抗し、敢えてエンタテイメント路線を打ち出した。1968 年にエリック・シーガル原

作の「ラブストーリー」(邦題：「ある愛の詩」)に出会った 29 歳の春樹(当時、角川

書店常務)は、「父につぶされるに決まっている」と編集会議にも出さずに版権を買い

取ってしまったという。19ところが、映画「ある愛の詩」は空前のヒットとなり、角川

書店に大きな利益をもたらすことになる。この成功が、春樹の角川書店後継者として

の地位の確立に繋がったのである。 

源義が亡くなった 75 年に古典・国文学のレーベルであった角川文庫で「横溝正史フ

ェア」を行い、翌年に角川映画『犬神家の一族』を公開して角川のイメージを一転さ

せる。それ以降、春樹は、既存の映画会社がしり込みするような大作映画をどんどん

世に送り出すのである。春樹が行った手法は、文庫のコンテンツを映画化することに

より、大衆宣伝を行い、書店に消費者を誘導して文庫の販売を伸ばした。角川文庫の

イメージはこれにより「教養」から「大衆娯楽」に変わったのである。春樹が目指し

たのは「大衆文化」の出版社であり、その意味では当時、大きな売り上げを持ってい

た講談社や文藝春秋のような出版社を志向したとも言えるのである。 

また、同時に、この映画化の成功により、角川書店の媒体の多様化の一歩として、

小説に加えて映画が加わったことが特筆すべき出来事だと言える。しかし、春樹の限

界は、映画にシフトしたところで媒体の探索を止めてしまったことで、角川書店が媒

体の多様性を獲得するのは次の歴彦の時代になってからのことである。 

 

                                                   
19 「シリーズ人 「神の声が体感できる」角川春樹・角川書店社長」『NIKKEI BUSINESS』

1990 年 12 月 3 日号 
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(３)3 代目・角川歴彦 

 源義の次男である歴彦は、少年時代にプロ棋士を目指して日本将棋連盟「名人の卵

の会」（奨励会初等科）に入り、高柳敏夫の門下になる。しかし源義の命令で退会。早

稲田大学高等学院から早大第一政経学部に進み、1966 年の大学卒業と同時に角川書店

に入社する。1975 年に専務、1992 年に副社長に昇格した。兄の春樹が編集畑を歩んだ

のに対して、歴彦は営業担当役員として腕を振るった。この間、角川書店の営業部門

を担当したが、コンピュータ雑誌の「コンプティーク」、アニメ雑誌の「ニュータイ

プ」、テレビ情報誌の「ザテレビジョン」、タウン情報誌の「東京ウォーカー」など

を育てた。兄である社長の春樹が書籍・映画部門に注力し、弟である歴彦が雑誌部門

で収益を上げていたのである。ゲーム分野の子会社である角川メディアオフィスの社

長も務めていたが、1992 年に経営路線の対立で兄の春樹に副社長を辞任させられる。

その後、ゲーム雑誌やマンガ・ライトノベルなど若者向けコンテンツを得意とする出

版社・メディアワークスを創業するが、春樹がコカイン密輸事件で角川書店社長を解

任されると、1993 年に角川書店の社長に就任した。 

 歴彦が行ったメディアミックスの手法は、角川の持つコンテンツをアニメ化・ゲー

ム化させて、特定のファン(オタク)を囲い込んでいくことである。また、タウン情報

誌のデジタル化や、You Tube との提携(2008 年)、ドワンゴとの合併なども行っている。

歴彦は、「大衆娯楽」の出版社を「オタクとサブカルチャー」＋「デジタル」の出版

社に変えたのである。 

 歴彦が進めた戦略により、角川書店は、コンテンツのパッケージ(媒体)としてそれ

まで持っていた紙の出版物と映画に加えて、アニメやゲーム・インターネットなどを

獲得している。これら媒体の探索によって獲得した多様化こそが、非連続のイノベー

ションなのである。 
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５． ディスカッション 

 

 本稿は、角川書店の創業から現在に至る事業展開の歴史的経緯について、“知識の

探索(Exploration)”と“知識の深化(Exploitation)”、またそれら二つの概念を両立

する“両利きの経営/組織(ambidextrous organization)”のコンセプトを援用し、歴

史的記述に焦点をあてた定性分析を行った。非常に限られた情報に基づく事例研究に

過ぎないが、以下にこの研究から得られた発見をまとめる。 

 

角川書店の初代社長・源義から、2 代・春樹を経て、3 代・歴彦に至る現在までの歴

史は、角川書店が起業から文芸出版社(専門出版社)を経て、総合出版社に成長してい

く変化の歴史でもある。この変化の過程で、角川書店は、出版社としての製品開発能

力を、特定のジャンル(文芸)から幅広いジャンルへと、深化から探索志向へシフトさ

せていく。 

 先行研究を元にした本稿の主張として、出版社は、中小出版社から大手出版社へ成

長していく過程で製品ラインナップを専門分野から総合出版へシフトさせ、それに伴

い製品開発能力を深化から探索へ変化させると考えられる。 

通常、この製品開発能力の変化の流れは、文芸出版物から雑誌や、漫画などのあく

までも紙の出版物のジャンルの多様化、といった流れを取る。現在、集英社・小学館・

講談社のような大手出版社の製品ラインナップが、書籍・漫画・雑誌など、非常に似

通った構成になっているのは、こうした動きの証左であろう。 

しかし、現在の角川書店は、他の大手出版社と同様に雑誌や漫画などの製品ライン

ナップに加えて、映画・アニメ・ゲーム・デジタルコンテンツ配信など、紙だけにと

どまらない幅広い媒体のラインナップを獲得している。 

 

5.1 深化から探索への変化 

 本節では、角川書店の出版社としての製品開発能力のシフトを、社長の交代に合わ

せて検証し、なぜ、他の大手出版社と違った製品ラインナップを獲得する能力を持つ

に至ったかを考察したい。 

 

(１)源義の時代(Ⅰ期) 

源義の創業以来、文芸中心の出版社として拡大してきた角川書店は、文芸系の出版

物の製品開発能力を深化させてきたといえる。その結果が、後発参入にもかかわらず、

文庫市場での成功に結びついていると思われる。 

源義は、角川文庫を、先行していた岩波文庫・新潮文庫と伍する文庫として「純文

学路線」を掲げ、角川文庫を角川書店の製品ラインの柱として育て上げた。角川書店

が文庫に参入したことにより、第二次文庫ブームが起こり、文庫市場が活性化した(第

一次文庫ブームは岩波文庫や新潮文庫が世の中に出た 1927 年とされる)。その後、「昭

和文学全集」(全 60 巻)を発行、こちらも大ベストセラーとなり、全集ブームを巻き起
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こしている。つまり、源義時代の角川書店は、創業時から得意としていた文芸路線を

さらに深める、製品開発において深化志向が強い出版社であったといえる。 

 

 (２)春樹の時代(Ⅱ期) 

 しかし、1971 年に講談社が文庫に参入すると、中公文庫・文春文庫・集英社・ハヤ

カワ文庫など、現在も刊行が続く文庫が続々と文庫市場に参入してきた(第三次文庫ブ

ーム)。父・源義の逝去を受けて 1975 年に角川書店の 2 代目社長となっていた春樹は、

この状況を乗り切るため、角川文庫を「大衆路線」に大きく変更させる。 

ここで春樹が角川文庫を売るためにとった戦略が、自社小説を原作に映画を製作し、

大規模な宣伝で映画と書籍の相乗効果を狙うメディアミックス戦略、いわゆる“角川

商法”なのである。この角川商法の成功により角川書店は出版社として躍進すること

となるのであるが、製品ラインナップは従来からのハードカバー・角川文庫に加えて

カドカワノベルズをスタートさせただけであった。これは、もともと角川書店が得意

とした文芸路線のジャンル内で、「純文学路線」から「大衆路線」に方向性を変化さ

せただけであったとも言える。つまり、製品開発の大きな流れとしては源義の時代(Ⅰ

期)と同じく文芸路線をさらに深める、深化志向が強い出版社であった。しかし、角川

書店がこの時期に媒体の多様化の一種として小説と映画を獲得したことは、コンテン

ツの質の変化だけではなく、後に続くⅢ期への橋渡しとなる。 

 

(３)春樹と歴彦の時代(Ⅲ期) 

 角川書店の製品ラインナップに最初の変化が現れたのは、1982 年の雑誌「ザテレビ

ジョン」の創刊である。当初、角川文庫を大きく売り伸ばすための戦略であった“角

川商法”だが、角川映画の看板スターとなっていた薬師丸ひろ子の人気を利用する形

で、雑誌にも参入を果たすのである。当時の「ザテレビジョン」は、角川文庫の人気

作家でもあった赤川次郎や西村京太郎の連載を掲載するなど、祖業である文芸出版の

側方支援的な色合いも持っていた(深化志向)。 

 その後の角川書店は、春樹社長と弟の歴彦専務が二人三脚となり、1983 年ゲームソ

フト情報雑誌「コンプティーク」、1985 年アニメ情報誌「Ｎｅｗｔｙｐｅ」、同年少

女コミック誌「ＡＳＵＫＡ」、1987 年「ビデオでーた」「ＣＤデータ」、1990 年エリ

ア情報誌「東京ウォーカー」と、雑誌・コミックを矢継ぎ早に創刊していくのである(探

索志向)。これら雑誌群の実質的な立ち上げをおこなったのは、1975 年に専務となり雑

誌部門の責任者でもあった歴彦であった。 

 この時期は、角川書店が総合出版社へ脱皮すべく、製品ラインナップの探索を繰り

返している時期とみなすことができ、出版社としての製品開発に探索性が強まってい

く過程であった。また、この時期は、既存事業である書籍事業から収益を上げつつ、

新規事業である雑誌事業の立ち上げを行ったという点では、両利きの経営が成立して

いた時期とも言える。実際、経営利益が数十億円しかなかった当時の角川書店で、「ザ

テレビジョン」の累積赤字はピーク時で 14 億 8000 万円、「東京ウォーカー」も 14 億
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円近くまで膨れ上がっていた。20しかし、これらの雑誌は後に黒字化し、角川書店を支

える重要なコンテンツとなっていくのである。 

 

(４)歴彦の時代(Ⅳ期) 

 1993 年に春樹がコカイン密輸による麻薬取締法違反として逮捕されると、当時、兄

である春樹と対立して社外に去っていた歴彦が角川書店の社長として就任する。社長

逮捕により、社業は混乱し、停滞するが、歴彦の指導力によって徐々に業績を回復さ

せていていく。 

 歴彦は、社内体制の整備、資本と経営の分離など経営基盤の強化を行い、1998 年に

東証２部へ株式を上場させた。その後、デジタル化社会の到来を踏まえ、歴彦が掲げ

た戦略が、「メガ・ソフトウェア・パブリシャー」である。これは、角川書店が得意

とする、「小説」「コミック」「映画・ドラマ」「ゲーム」「都市情報やテレビ番組

のガイド情報」という５つのコンテンツをデジタル化し、多くの媒体で発信すること

であった。また、この戦略に基づく素早い業態転換を実現するために、１社単独での

事業展開にこだわらず、異業種企業との幅広いパートナーシップも模索した。既存の

紙以外の媒体を模索する点や、異業種とのパートナーシップの模索など、歴彦は角川

書店をⅢ期とは違う形の探索志向の組織へと導いている。 

 Ⅲ期の雑誌への探索的活動は、それまで書籍で培った能力の効率的な活用による拡

張のプロセスととらえると、このメガ・コンテンツ・パブリッシャーの思考は、雑誌

で培った能力の効率的な活用による拡張のプロセスとも言うことができよう。一連の

流れで捉えれば、Ⅳ期の探索は、Ⅲ期の探索の延長線上にあるとも言える。 

 

5.2 媒体探索が持つ経営的意味 

 先行研究として取り上げた、Abernathy(1978)は製造活動と開発活動の間に発生する

生産性のジレンマを指摘し、生稲(2012)はその先行研究を発展させて、製造工程が事

実上ないに等しいソフトウェア産業でも開発生産性のジレンマが発生することを指摘

した。Abernathy は自動車産業、生稲はゲームソフト産業の事例を取り上げて、大手企

業が陥りやすい罠としてのジレンマを説明している。また、佐藤(2008)は、組織がす

ばやく学習すればするほど探索への資源配分が削られて深化が過剰になる傾向が強い

と指摘している。 

これらを総合すると、大手総合出版社は、出版物のジャンルを多様化することによ

って、ヒット数を確保し、製品開発の生産性を高めようとしてきたが、結果として、

紙の媒体内での深化にとどまってしまい、さらにその深化を過剰に行うことによって、

Abernathy や生稲が指摘するような探索と深化のジレンマに陥ってしまっていると言

えるのである。当初、製品開発の生産性を高めるために行った出版物のジャンルの多

様化が、ある時点から紙の媒体内での深化に変わり、結果として製品開発の生産性を

低下させてしまう、パラドキシカルな現象が発生してしまったのだ。 

                                                   
20 「フォーカスひと  メガ・ソフトウェア・パブリッシャーを目指す角川歴彦氏」『NIKKEI 

BUSINESS』2000 年 1 月 10 日号 
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しかし、本研究で取り上げた角川書店は、媒体の探索という、価値次元を変える探

索の能力を獲得したことにより、先行する多くの大手総合出版社が陥ったこのジレン

マを回避しているのである。 

 また、媒体の探索は、ジレンマの回避だけでない効果ももたらしている。媒体の探

索は、一度開発したコンテンツのｎ次利用につながり、コンテンツの利用効率が非常

に高い。大手総合出版社はコンテンツを数多く持つことで生産性を上げようとしてい

るが、コンテンツの数だけ開発コストがかかることになり、角川書店の取った媒体の

探索に比べると効率が悪いと言える。一方、角川書店は、一度開発したコンテンツの

媒体を変えることによりそれぞれの媒体で収益化し、さらにそれら媒体間で相互の露

出が増えることにより、宣伝効果などのプラスアルファの価値も獲得していることが

考えられる。 

 以上、Abernathy が自動車産業の事例で示したジレンマと、生稲がゲームソフト産業

の事例で示したジレンマに対し、本稿が出版産業で示したジレンマに関する議論をま

とめたものが下記の図である。 

 

 

  対象 視点 開発プロセス 生産プロセス 
価値次元の変

換プロセス 

Abernathy 
自動車

産業 

既存企

業 
探索 深化 - 

生稲 

ゲーム

ソフト

産業 

既存企

業 
- 

商品企画 
プラットフ

ォーム開発 - 

探索 深化 

本研究 

出版産

業 

(大手

出版

社) 

既存企

業 
- 

コンテンツ 

開発 

紙での媒体 

開発 

- 

探索 深化 

角川書

店 

後発企

業 
- 

コンテンツ 

開発 

紙での媒体 

開発 

紙以外での媒

体開発 

探索 深化 探索 

 

 

5.3 角川書店がⅢ期・Ⅳ期で探索を促進できた理由  

 角川書店が、Ⅲ期・Ⅳ期で探索を促進できたのは、多分に取り扱う商材がコンテン

ツ商材であったことが関係していると思われる。コンテンツはあくまでも内容であり、

究極的には媒体を選ばない。この媒体を選ばない、共通利用可能なコンテンツを一貫

して生産し続けたことが、Ⅲ期・Ⅳ期での事業展開の探索の前提となった。  

図表 ５.1 

（筆者作成） 
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また、角川書店は大手３社(講談社・小学館・集英社)に比べ、戦後の出版業界の復興

期において業界内での地位が相対的に低く、取次などの流通での影響力が小さかった。

その上、戦前から、書籍・雑誌などのラインナップを揃えていた他社と比べて国文学

に特化した出版社であったため、先行する大手出版社に比べて雑誌・コミックへの参

入が遅れた。事実、角川書店がコミックに進出した頃には、有名な作家はすべて先行

する大手出版社に押さえられており、二番手の作家や新人などしか集められなかった

と思われる。このことが、環境制約となり、紙以外の媒体への探索を発生させた動機

になったとも考えられる。先行する大手出版社と伍するために、紙の市場だけでなく、

コンテンツを核として複数の媒体の“合わせ技”でコンテンツの価値を高める戦略を

とったのである。  

 更に、角川書店は、創業から上場まで、一貫してオーナー家である角川一族が強い

権力を持ち続けた。上場後も、角川歴彦が個人筆頭株主となっており、依然として強

い影響力を持っている。オーナーであった、春樹・歴彦の二代にわたる社長が、不確

実性が高い探索的な活動に対して、支援的な態度を変えなかったことが、両利きの経

営を成立させたとも考えられる。同時に、2 代・春樹は父親である初代・源義の路線を

否定し、成功を収め、また兄・春樹によって角川書店から追放されていた 3 代・歴彦

は、兄の逮捕によって角川書店の社長の座へ就くことになった。この肉親間での葛藤・

相克が、過剰な効率化が進む知識の蓄積を“適度に”妨げていたのではないだろうか。  
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６． おわりに  

 

本稿では、先行する大手出版社が優位な出版業界において、後発の出版社が、非連

続のイノベーションを創出し、それによる競争力強化を実現したメカニズムを、“知

識の探索(Exploration)”と“知識の深化(Exploitation)”という概念を援用し、角川

書店の事例の定性分析を行った。 

 

6.1 実務的インプリケーション 

日本の出版業界は長い出版不況に苦しんでおり、本来、優位にあるはずの大手総合

出版社でさえも軒並みその売上を落とし続けて、有効な対策を行えないでいる。出版

不況の要因は複合的でさまざまだが、その一つとして、本稿で援用した“知識の探索

(Exploration)”と“知識の深化(Exploitation)”のコンセプトを援用すると、大手出

版社が製品開発において過剰な深化によるジレンマ(コンピテンシー・トラップ)に陥っ

ているということが言える。  

もともと、大手出版社は、製品開発の生産性を上げるために探索的に多くの出版物

のジャンルの多様化を獲得したのであるが、その能力を繰り返し使っているうちに、

紙での出版物に縛られることになり、結果として、紙の出版物の範囲でコンピタンス

を改善し続ける過剰な深化に陥っているのだ。クリステンセンがその著書『イノベー

ションのジレンマ』で述べているように、「偉大な企業はすべてを正しく行うが故に

失敗する」のである。  

一方、本稿でとりあげた角川書店は、探索の価値次元の軸をずらすことによって、

新たな価値を獲得している。大手出版社にとって、媒体を多様化させることは、あく

までも本業である紙の出版物の補完である、という意識が強いが、角川書店は、出版

物も含めコンテンツにとって適切な媒体を選び、それを複合させることで価値の増大

を達成している。大手出版社は、コンテンツを作っているといえども、あくまでも紙

での出版を前提にしてしまっているため、角川書店のような思い切った媒体の探索が

行えないのだ。本稿でとりあげた Abernathy(1978)や生稲(2012)が指摘するような企業

内で発生するジレンマに大手総合出版社が陥る中、角川書店はそれをうまく回避して

いると言える。  

これからの出版産業は、紙の市場はどんどん縮小していくことが予想される。角川

書店は、媒体の多様性を持つことによって、出版不況下でも紙の出版マーケット以外

へ積極的に進出を狙い、収益の拡大を図っている。これらのことより、コンピテンシ

ー・トラップに苦しむ大手総合出版社にとって必要なことは、出版業本来の面白いコ

ンテンツを作り続けるということは大前提として、そのコンテンツを届ける媒体とし

て、紙だけに囚われることなく柔軟に媒体を選択していくことの重要性が示唆された。  

 

6.2 本研究の限界と今後の課題 

本研究では、出版業界において後発の出版社であった角川書店が、“媒体の多様化”

という非連続なイノベーションを起こして競争力を強化する事例を示した。しかし、本
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稿で取り上げた角川書店の事例は、あくまでも出版業界内の一社の成功事例に基づいた

戦略に過ぎず、他のコンテンツ産業でこの戦略が成立する条件までは提示できていない。

また、事例研究として、角川書店歴代の経営者と彼らの採った戦略を分析対象の中心と

しているが、市場環境や競合企業との関係性など、その他の要因の存在可能性の余地ま

では踏み込めていない。 

 日本で出版不況が叫ばれ始めてから 15年近く経過しているが一向に解決の気配を見

せない。しかし、出版業界の構造や出版社の戦略などをアカデミックな視点から研究

するような書籍は数少なく、同じく学術的な論文においても出版業界を取り上げた研

究は非常に数が少ない。研究が少ない理由としては、そもそも市場規模という点だけ

から見れば他産業と比べて「矮小」とも言える出版産業に多くの研究者の目が向きに

くかったこと、企業規模でみれば中小企業の集まりで、ほとんどが非上場企業の集ま

りである出版業界が、学術研究に対して満足させられるようなデータを提供できてい

ないことなどが考えられる。本稿において、角川書店の事例研究を通して出版社の戦

略について経営学的な考察を行ったことは一定の意義があったが、出版業の経営学的

な理解をより深めるためにも、他の事例分析が必要である。 
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